チャランケ通信　第145号　2016年9月19日
　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
 元参議院議員　峰崎直樹
　民進党代表選挙が終わった。当初予想されたように、蓮舫参議院議員が第1回目の投票で過半数を制し、新代表に選出された。ただ、新代表の選出の経過やその後の人事の動きを見ている限り、蓮舫民進党の船出はなかなか順調とはいかないようだ。

蓮舫新代表を選出した民進党、気になる二重国籍問題の帰趨
　先ず、投票結果で気になる点が何点かある。一つは、12日まで必着の郵送投票であった党員・サポーター及び地方議員票では、蓮舫候補が全体の60%を超す得票を得たのだが、衆参国会議員では147人中80人で過半数は超えてはいるものの、54,4%で60%には届いていない。さらに、当日の国政選挙立候補予定者118人では50人で42,4%と過半数に達していない。当日の投票者であった衆参国会議員と候補予定者を併せると265人なのだが、蓮舫候補に投票したのは130人で過半数を割り込んでいるのだ。

　何故問題にしているのかと言えば、蓮舫議員の二重国籍問題がマスコミなどで問題となり始め、選挙の無効を訴える党員すら出始めていたのだ。党員・サポーターの投票締め切りは12日に必着であり、そのためには遅くとも10日には郵送していなければならない。国籍問題は、その時点では大きな問題として浮上していなかったわけで、大会当日だけの投票では過半数に達していなかったことは、後味の悪さとなってしまったようだ。もちろん、そのことによって蓮舫候補の優位性に大きな変化はなかったかもしれないのだが、今後の党代表としての信認・信頼の問題として影が付きまとわなければいいのだが…。新代表の挨拶が、いきなりお詫びから入るようでは実に心配ではある。
それ以上に気になるのは、党員サポーターの投票率が40％台前半でしかなく、普通の国政選挙よりも低いという事実である。23万5千人近くいる党員の中で、投票したのが10万人に達していないのだ。本当に党費を払っている自覚的な党員が、どれだけいるのか疑問になってしまう。党組織の現状に、心配が募るのは自分一人ではないはずだ。
蓮舫新代表、新体制の人事問題で暗雲が漂い始めて来ている
　第二は、早速手を付けた人事問題であり、幹事長に野田元総理大臣を指名した事である。蓮舫代表が所属していたのが花斉会という野田元総理を中心にしたグループであったわけで、代表、幹事長が同じグループで占められることへの反発と、野田元総理が民主党政権を失った時の総理大臣で最高責任者だったわけで、いわば「戦犯」としてその責任を厳しく問う人たちがまだまだ多く存在しているのだ。現に、細野豪士衆議院議員を代表代行に頼んだようだが、細野氏は逆に野田幹事長人事に対する抗議に及んで未だに代表代行を始めとする幹事長以外の主要人事が確定しているとは報じられていない。人事の軋轢が、党の一致結束を阻害し始めていることは、民進党の新しい船出を台無しにし始めているわけで、今回出馬しなかった旧維新の会のグループの存在も考えれば、前途多難を思わせる。今週以降の幹事長以外の党人事の動きなど、事態の推移に注目したい。
26日には臨時国会が始まり、補正予算案やTPP関連法案などが審議されるわけで、一刻も早い蓮舫新体制の成立を強く望みたいと思う。

　今度の代表選挙を通じて、一時的にせよ民進党のあり方への注目が集まったことは事実であり、安倍政権に対する野党第一党としての存在感を高められるよう全力を挙げて行くべき時なのだ。ここで失敗するようであれば、民進党の明日は無くなってしまう。民進党のリーダーの方たちには、新党を作り上げた責任をしっかりと噛みしめて欲しいものだ。
　注目される日米の金融政策決定会合、共に9月20~21日開催へ
　さて、今週の20~21日に開催される日米中央銀行の金融政策決定会合に注目が集まっている。アメリカではFRBの利上げに向けた観測は、引上げより現状維持の方が多くなっているようだが、それでも0,25%引き上げる予想も未だ残っていると言われている。仮に今回引上げが無くとも、年内までには引き上げると見る向きが多く、日本やＥＵを尻目に金融政策の正常化へ順調に回復しつつあるようだ。

　黒田日銀、異次元金融緩和とマイナス金利政策の総括的検証へ

　マネタリーベースから金利政策へ、重点移行か?!
　さて、日本の金融政策決定会合であるが、前回7月の政策決定会合の後で、黒田総裁は9月にはこれまでの日銀の金融政策（QQEおよびマイナス金利政策）についての総括的な検証をすることを約束しており、金融市場はその見通しについての不確定さもあり、金利などはやや不安定な動きを示しているようだ。
　おそらく、QQE(異次元の金融緩和)ついては、2年間で2%というインフレターゲットが実現できず、国債買い入れを中心にしたマネタリーベースを増やすことに対して、年限を目標にすることを止め中期目標とする可能性を指摘する専門家が多い。と同時に、量的な緩和政策は効果がなかったことから、直ちに量的緩和政策中止とまでいかないにしても、更なる量的拡大はやらずに、一定の幅で以て国債購入は継続しつつも、漸次そのウエイトは低下させるのではないかと見られている。リフレ派の言うゼロ金利下での機械的な貨幣数量説の適用の誤りが、当然のことながら立証されたと見ていい。また、人々の期待に働きかける効果についても、一時的には効果があったかに見えたものの持続性に欠け、上手く機能したとは言えない。言い出しっぺのクルーグマン自身、早々とその誤りを認めてしまってしまったのだ。
それよりも、マイナス金利政策を今後値も深掘りしていく事を重視していくものと見られている。それは、今後とも円高を阻止できるものとして、マイナス金利政策を金融政策の中心に置くのではないか、と予測されている。はたして20~21日にどのような総括が為され、次の金融政策がどう展開されていくのか、おおいに注目していく必要がありそうだ。
問題の核心、経済の潜在成長力が0%台に落ち込んでいることだ
　問題の核心は何処にあるのだろうか。やはり、日本経済が成長する力を弱めてきており、いまや失業率が3%台前半という完全雇用水準(非正規も含めた有効求人倍率は全都道府県で1以上へ)に達していながら、経済成長率は0%台にまで落ち込み、あるエコノミストによれば潜在成長力がマイナス近傍にまで落ち込んでしまったかもしれない、という厳しい見方すら出ている。にもかかわらず、アベノミクスは発足当初にデフレからの脱却を政策の中心に掲げ、日本経済の成長率3%(名目4%)という目標は達成可能であるとしてきた。そのため、2%のインフレターゲットを日銀に約束させ、一方では政府として財政再建も進めて行くことをお互いに約束してきた。
ところが、既に3年半経過するにもかかわらず2%は達成できず、円安による株高・企業利益の増大はあったものの、賃上げや法人の設備投資は落ち込み、家計所得は円安による物価の引き上げも加わり、実質的な可処分所得は大きく落ち込むことによって内需は停滞し、国民生活の向上に結び付いていないのだ。
アベノミクス、完全雇用なのに財政支出拡大へ、このツケは国民に災厄となって降りかかる事は必至だ
　安倍総理は、消費税の引き上げを再び延期しておきながら、さらなる成長を加速させるべく総額28兆円に及ぶ補正予算を編成し、今度の臨時国会に提出する予定になっている。さらに、来年度の予算編成を見る限り、財政規律などそっちのけの大盤振る舞いになろうとしている。その背景には、いくら1,000兆円を超す財政赤字を膨らませても、金利は日銀による新発債を上回る国債購入とマイナスの金利まで加わることによって、支払うべき国債費が先進国の中で最も安くなっている。まさに、異常な事態なのであり、「フリーランチはタダではない」わけで、このツケはやがて国民に大きな災厄としてのしかかってくるに違いない。民主政治の弊害がここに示されていると言えよう。
ピケティ『21世紀の資本』で警告、3~4%成長は他国に追いつこうとする国でしか起きない、先進国では幻想だ
　肝心なのは、成長力が急速に失われているのであり、もっといえば成長の源泉とも言うべきイノベーションが生まれにくくなってきているのだ。経済が先進国に追い付き追い越すところまで来たうえに人口が減少し始めれば、国民の必要としている多くの商品やサービスが飽和化してくる。そうした中で、模倣ではなく独創性が必要なイノベーションを起す力はなかなか難しい。昨年大流行したピケティの『21世紀の資本』のなかで、次のような指摘をしていることをわれわれは良く噛みしめる必要がある。
　　「過去の成長は、たしかに目を見張るものとはいえ、ほぼ常にかなりゆっくりした年率で生じており、通常は年率1~1,5%程度の成長でしかなかったのだ。それよりも目に見えて急速な、年率3~4%の成長が起こった歴史的な事例は、他の国に急速に追いつこうとしていた国に起こったものだけだ。・・・細かい数字はどうでもいい。重要な点は、世界の技術的な最前線にいる国で、一人当たり産出成長率が長期にわたり年率1,5%を上回った国の歴史的事例はひとつもない、という事だ。…この現実を是非とも念頭においてほしい。多くの人々は、成長というのは最低でも年3~4%であるべきだと思っているからだ。すでに述べたとおり、歴史的にも論理的にも、これは幻想にすぎない。」(99頁より)
　ピケティ教授が言うように、出来もしない無理な目標に向けて、無茶苦茶な金融緩和政策や完全雇用状態の中での財政刺激政策は、結果として資産価格をバブル化するか、国際競争力をもたない設備投資を増やしていく事に繋がり、結果として日本経済の発展を妨げてしまう事にならざるを得ない。もちろん、できれば1,5%程度の成長は求め続けるべきだろう。これからの成長を考えた時、政府に出来ることは人的資本への投資であり、教育の持つ重要性であろう。イノベーションを起す人材力をどのように育成するのか、にかかっている。
医療・介護・子育て・教育、人的資本と再分配政策の重視が必要だ
さらに、再分配政策を通じた医療・介護・子育て・教育の充実・強化を図ることによって、消費性向の低い富裕層から消費性向の高い低所得層への所得再分配の強化を進めれば、今までよりも経済成長を高めることに寄与することは間違いないわけで、再分配政策を強化して格差是正を大いに進めて行く必要があることも指摘しておきたい。

いずれにせよ、出来もしない3~4%成長を目指して、異次元の金融緩和政策やマイナス金利政策といった異常な金融政策は一刻も早く終わりにすべきであり、完全雇用水準にある日本経済にあるにもかかわらず、更に財政支出の拡大を進め赤字を累積させることは、資源配分の歪みをもたらすだけであり、必ずその弊害が国民生活の向上にとって弊害をもたらすことは必至だ。にもかかわらず、このような政策を取り続けるのは、事実上の「ヘリコプターマネー」政策に踏み込み始めているのかもしれない。
何ともはや、アベノミクスの行く末が思いやられて仕方がない今日この頃である。
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